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事務的打合せでの主な意見  
論   点 

被保険者側 船舶所有者側 一般被保険者側 一般使用者側 
〔失業部門〕 
１ 適用対象年齢については、高齢化が進

む船員の現状に鑑み、６０歳から６４歳

までの者（６５歳到達日の前日から６５

歳到達後も引き続き雇用される者を含

む。）も被保険者とすることが適当では

ないか。これにより、一般制度と同様の

適用範囲になる。 
 
 
 
 
 
 
 
２ 短期雇用特例被保険者、日雇労働被保

険者については、短期雇用や日雇いの労

働者に対する保険適用を確保すること

ができることから、船員にも適用するこ

とが適当ではないか。 
 
３ 給付の基礎となる賃金日額について

は、一般制度と同様に失業前６ヶ月の賃

金の平均額とすることが適当ではない

か。 
 
 
 
 
 
 
 
４ 上記１を前提とするならば、高齢雇用

継続基本給付金及び高齢再就職給付金

の年齢要件については、６０歳以上６５

歳未満とすることが適当ではないか。 
 
５ 保険料の算定基礎となる報酬につい

ては、船員を雇用する事業者は既に雇用

保険の適用事業所になっている事業所

が大半と思われることから、徴収に係る

事業所の事業主負担の軽減等の観点か

 
１・陸上には定年の定めがあるが、船

員には定年の定めがない等の問題

がある。 
 ・船員は船上で仕事と生活をする特

殊な勤務形態であり、一定年齢に達

して以降は働くのが難しい環境で

あるという背景も、雇用保険制度と

の相違点という点で関係あるので

はないか。 
 ・船員の高齢者雇用政策がどうなる

のか分からないため、現場の船員に

対して、適用範囲が広がった場合の

説明が困難。 
 
２ 船員には短期雇用や日雇いとい

う概念はない。 
 
 
 
 
３ 船員は乗船時と下船時の賃金が

大きく異なることから、失業前６ヶ

月の賃金の平均では、きちんとした

船員の賃金が反映されないのでは

ないか。 
→ 雇用保険制度では、出来高払制の
賃金の場合等例外規定もあるので、
後に離職前 6 ヶ月の平均が適当で
ないならば、船員の独自性の観点か
ら検討することも考えられる。 

 
４ 高年齢雇用継続給付の利用率は

船員の方が圧倒的に少ない。 
 
 
 
５・船員の給与実態等を踏まえ、船員

保険の標準報酬方式を維持するこ

とが適当ではないか。 
・標準報酬の上限（現在９８万円）

を超えている船員もいることから、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 失業前６ヶ月の平均賃金では、

必ずしも船員の賃金の平均を示

さないケースもあるので、給付の

基礎としては標準報酬方式の方

が、妥当性があるのではないか。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 船員の給与実態等を踏まえ、船

員保険の標準報酬方式を維持す

ることが適当ではないか。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 給付の基礎となる日額につい

ては、雇用保険の計算方式に合

わせるのが原則ではないか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 保険料徴収の基礎となる報酬

額についても、雇用保険の計算

方式に合わせるのが原則ではな

いか。 
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事務的打合せでの主な意見  
論   点 

被保険者側 船舶所有者側 一般被保険者側 一般使用者側 
ら、雇用保険の賃金総額を使うことが適

当ではないか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

賃金総額方式とすると、保険料負担

が増える場合がある。 
 
・賃金総額方式と標準方式でどの程

度の差があるのか。賃金総額を使用

することにより、保険料が青天井に

なるのではないか。 
→ シミュレーションはしていない
が、現在、標準報酬の上限にある被
保険者は全体の１％強であり、上限
を広げることによって、高い報酬に
該当する者の標準報酬の額が実額
を反映する。 

 
【その他】 
（失業部門の保険料率について） 
・ 失業部門の積立金が約２００億円

に上る現状を踏まえ、保険料率を引

き下げるべきではないか。 
→ 保険料より前に、議論の順番とし
て制度全体の枠組みについて先に
議論する必要がある。 

 
・ 過去に積立不足があったときに保

険料率を上げ、給付を引き下げてき

た経緯があり、その結果約２００億

の貯金ができたが、これは単純に取

りすぎであり、貯金が貯まった分、

保険料率を引き下げるという考え

もあるのではないか。 
 
・ 失業部門の保険料率については統

合以前の問題であり、この問題につ

いての議論の場を用意すべき。 
 
・ 統合前に料率を引き下げることに

ついて十分検討すべき。船員保険は

弾力条項が発動されていないため、

保険料率が高止まりになっている。

 
（適用範囲について） 
・ 国土交通省が所管している船員関

係の法律はどうなるのか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(適用範囲について) 
・ 現在、船員保険の対象となって

いる者については、陸上の保険の
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事務的打合せでの主な意見  
論   点 

被保険者側 船舶所有者側 一般被保険者側 一般使用者側 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 現行の取扱いで船員保険の適用除

外となっている者は、統合後も、

雇用保険の適用除外となるのか。

→ 概ね適用除外になるが、短期雇用
特例被保険者や日雇労働被保険者
に該当し得る者がいる。 

 
・ 現在、失業部門の適用除外となっ

ている船員について、雇用保険制度

上の取扱いはどのようになってい

るのか。 
→ 失業部門の適用除外とされてい
る者でも、船員保険の他の部門では
被保険者となり得るが、雇用保険で
は、船員保険の被保険者は適用除外
である。 

 
・ 制度の統合によって、現在、失業

部門が適用となっている者につい

ては、引き続き適用となるのか。

→ 現在適用されている者について
は、引き続き適用されることにした
い。 

 
・ ５人未満の船員を雇用する船舶所

有者の場合等現在の船員保険で強

制適用となっている部分について

は、移行しても適用とすべきではな

いか。 
→ 船員の独自性の観点から検討し
てみる。 

 
・ ＦＯＣ船に乗り組む日本人船員も

雇用保険に強制加入とすべきであ

る。 
→ 国内の出向元事業主との雇用関
係が継続している場合は雇用保険
の適用対象となる。 

 
・ 個人事業者と同居の親族の取扱い

について。統合後はどのようになる

のか。 
→ 雇用保険法では、労働基準法と同

適用となるように、ギャップがあ

るならば何らかの措置をしても

らいたい。 
→ 船員の独自性の観点から検討

してみる。 
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事務的打合せでの主な意見  
論   点 

被保険者側 船舶所有者側 一般被保険者側 一般使用者側 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様、労働者ではないという解釈をし
て適用していないので、統合すれば
そのように解釈する。船員保険法で
も、現在同じ解釈ではないかと思
う。 

 
（期間通算について） 
・ 雇用保険制度への統合後は、船員

保険の被保険者であった期間との

通算は行われるのか。 
→ その予定である。 
 
（失業認定等業務の遂行について） 
・ 雇入れ時の未加入の確認の仕組み

等失業認定等に係る業務の在り方

はどのように変わるのか。 
→ 失業認定や職業紹介等業務運営
に係る現行の仕組み（船員公共職業
安定所が主として実施）を変更する
ことは特に考えていない。 

 
（雇用保険制度見直しとの関係につ

いて） 
・ 雇用保険制度自体が見直しを議論

しているが、船員保険の検討におい

ても、雇用保険における議論の状況

を頭に入れた上で議論すべきでは

ないか。 
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